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尿を含む）が排出された。再資源化と焼却を中心とした中
間処理を経て、最終的に一人当たり0.79トン/年の埋め立
て処分が行われた。廃棄物最終埋め立て処分地の確保
が重要な課題であることを理解していただけるであろう。

資源･エネルギーの有効活用と環境負荷の低減を併せ
て実現するためには、第一に個々の生産プロセスやライフ
スタイルでの資源・エネルギー消費削減と廃棄物等の発
生抑制が必要であることは言うまでもない。発生源での
排出削減がリサイクルより優先されるべきである。さらに、
環境負荷の時間的・空間的・種間的ツケ回しを回避する
必要がある。有害物質が環境中に蓄積し、遺伝的な障害
を引き起こせば、世代を越えた健康被害をもたらす。次世
代に残すべき資源・エネルギーを浪費することも避けなけ
ればならない。生態系を構成する各種生物への人間活動
による影響も低減したい。
排出された排水、廃棄物、排ガスを出口で処理する

｢End of pipe｣的対策は排水、排ガスや廃棄物の処理・処
分に、さらなる資源・エネルギーを必要とするので、地球
環境に負荷を転嫁していることになる。物質は保存され
るから真に環境への排出をゼロにすることは不可能であ
るが、廃棄物の発生源にまで遡り、個々の生産プロセスの
改良や新たなコンセプトに基づく生産プロセスの導入、一
生産プロセスでは完全に利用できなかった物質を他生産
プロセスで有効活用するためのネットワークの構築などに
よって、環境負荷を低減しながら生活の質を維持・向上で
きる社会システムの構築を目指すことが必要である。

産業活動および地域での環境負荷を低減し、併せて資
源・エネルギーの有効活用を実現するためのシナリオ策
定手順を第1図に示した。産業活動では、1）生産活動に
おける物質・エネルギー収支の解析による未利用物質お
よびエネルギー消費に関するデータベース構築を行うと

日本の全国土面積約37万平方キロメールのうち、産業
活動や居住に適した平坦地（以下、居住可能面積）は20％
強に過ぎない。この面積を基準とした人口密度、エネルギ
ー消費量（石油換算）および国内総生産（GDP）を西欧諸
国と対比して第1表に示した。ドイツと較べるといずれも3
～4倍に達している。ただし、我が国の国民一人当たりお
よびGDP当たりのエネルギー消費量は、いずれもドイツ
より少ない。しかし、製品単位量当たり、あるいは国民一
人当たりの環境負荷が同程度であったとしても、居住可能
面積当たりの環境負荷密度は西欧諸国を遥かに上回る
ことになる。すなわち、西欧諸国に追随した環境政策を
続けていたのでは、我が国における環境の質はこれら諸
国に遠く及ばないままであろう。この狭隘な国土で、高密
度な経済・産業活動を継続しながら、安全で快適な生活
環境を確保するためには、環境負荷を大幅に削減する必
要がある。併せて、資源やエネルギーの十分な確保が困
難になるような事態が生じても対応できる未来型生産シ
ステム、社会システムそしてライフスタイルを準備してお
かなければならない。

さて、我が国では1993年度に国民一人当たり国内資
源11.8トン、輸入資源4.97トンを含む約16.7トンの資源
（エネルギーを含む）を消費した。10.56トンの財（各種製
品や建築物等）が生産され、同時に約3トンのエネルギー
が消費された。生産された製品のうち約0.8トンの輸出と
0.55トンの輸入があったので、国内では計10.32トンが消
費または蓄積（ストック）にまわされたことになる。この結
果、3.18トンの産業廃棄物と、0.7トンの生活系廃棄物（し
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共に、2）生産プロセスからの廃棄物・未利用物質に関す
る情報のデータベース化と情報発信による関連産業での
情報の共有化、3）個々の生産プロセスにおけるクローズ
ド化による未利用物質・廃棄物の削減、4）未利用物質の
性状に基づく階層的な利用と新たな技術導入による未利
用物質の原料化・有価物化による産業のクラスタリング、
5）これらを推進するためのインセンティブの賦与などが
考えられる。
地域における手順についても同様に、1）地域における

物質・エネルギーフローの解析による問題点の抽出、2）
地域環境負荷低減のためのシナリオ策定と実施効果の評
価、3）ライフスタイルの提示と住民合意形成、4）法体系
等社会・経済システムの整備などが考えられる。

生産プロセスにおける未利用物質をネットワーク化して
循環利用するための産業クラスタリングを地域で構築す
るためには、地域産業間での物質フローと個別プロセス
における物質フローの情報が必要となる。地域の産業間
物質フローは、産業連関表および廃棄物実態調査報告か
ら推定することができる1）。キャッシュフローで記述された
産業連関表を、流通する製品の市場価格を調査すること
によって重量平均価格を決定し物量表に変換する。素材
産業を起点とした物質フローを追跡することで、製品の元
素組成を凡そ推定することも可能である。産業への原材
料インプットと製品アウトプットの差が化石燃料の消費に
よる二酸化炭素の排出と未利用物質・廃棄物の量である
と考える。各産業から排出される未利用物質の量とその
元素組成の情報も把握可能になる。元素組成の一致は
他事業場からの未利用物質を、原料として受け入れるた
めの必要条件である。排出量、元素組成、地理情報など
は、物質循環ネットワーク候補のスクリーニングに利用で
きる。この手法で、愛知県内における製造業に関する物質
フローを解析した結果を第2図に示した。産業毎、物質毎
にこのような物質フローが明らかになれば、未利用物質
削減のための物質循環ネットワーク設計に大きく寄与で
きる。

さらに、個別事業場・生産工程から排出される未利用
物質・廃棄物に関する情報、生産プロセスをネットワーク
するための再資源化技術、さらに未利用物質受け入れ可
能性に関する情報のデータベースが構築されれば、地域
における産業クラスタリング化によるエミッション低減と
資源有効活用が大きく前進する（第3図参照）。ネットワー
ク化に必要な再資源化技術の開発と、技術の評価も必要
である。

繰り返しになるが、環境負荷低減はまず発生源での排
出削減である。われわれの日常活動が資源・エネルギー
の消費や環境負荷にどのようなインパクトを与えている
のかについての定量的情報の提供が求められる。真に環
境への負荷を低減できる社会を構築するためには、正味
の資源・エネルギー消費削減を実現できる生産プロセス、
社会システム、ライフスタイルはどうあるべきかを明らか
にしなければならない。上流側、すなわち生産プロセス、
社会システム、ライフスタイルの検証に踏み込まない「循
環型社会」は環境負荷を増大させるおそれがある。我々
の生活を支える機能をできるだけ少ない資源・エネルギ
ーの消費と環境負荷で提供するシステムを導入すること
は我が国の生存戦略でもある。
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